
 

神奈川県看護師等養成実習病院連絡協議会 会則 
  

  第 1 章  総  則 
  
    (名称) 
第 1 条 本会は､神奈川県看護師等養成実習病院連絡協議会(以下協議会という) 

と称する｡ 
     
    (目的) 
第 2 条  協議会は､神奈川県内の看護師等養成実習病院相互の連絡調整を図る 
   とともに実習病院の確保､拡大及び実習の効率化を図り､看護教育の向上 

発展を目指し､実習病院の円滑な運営に寄与することを目的とする｡ 
 
    (事業) 
第 3 条  協議会は､前条の目的を達成するため､次の事業を行う｡ 
    (1)  実習病院の拡充､整備に関する事業 
    (2)  実習病院と養成施設との連携強化に関する事業 
    (3)  実習病院の看護学生受入れの適正化に関する調査検討事業 
    (4)  実習教育の効率化に関する調査検討事業 
    (5)  実習病院実習の円滑化に関する調査検討事業 
    (6)  その他協議会の目的を達成するために必要な事業 
 
    (会員)     
第4条  協議会の会員は､次に掲げる者とし､第1号から第3号に掲げる者について    

は､神奈川県内の看護師等養成実習教育を行う病院に所属する者とする｡      
(1) 理事長ならびに病院長等､またはこれに相当し､または、代行する職に 
ある者(以下｢機関の長｣という) 

    (2) 看護部長等､またはこれに相当する職にある者 
    (3) 事務長等､またはこれに相当する職にある者  
    (4) その他協議会の目的を達成するために必要な知識､経験を有する者 
 
 



 

    (事務所) 
第 5 条  協議会の事務所は､公益社団法人神奈川県病院協会に置く｡ 
   
 
第 2 章  役  員  等 
 
    (役員) 
第 6 条  協議会に次の役員を置く｡ 
    (1)  会長                            1 名 
    (2)  副会長                          2 名 
    (3)  理事(会長及び副会長を含む)     12 名以上 
    (4)  監事                            2 名 
 
    (任期) 
第 7 条  役員の任期は、役員改選を行った総会から 2 年後の総会の終結時まで 

とする。ただし、再任は妨げない。 
2  役員に欠員を生じたときは､第 8 条第 1 項の規定にかかわらず、役員会 
 において選任のうえ、補充することができるものとする。 
3  補充により就任した役員の任期は､前任者の残任期間とする｡ 

 
    (選出方法) 
第8条  理事及び監事は､第4条第1号及び第4号に規定する会員(以下会員という)

の中から総会で選出する｡ 
2  会長は､理事の互選により定める｡ 
3  副会長は､理事のうちから会長が指名する｡ 

 
    (職務) 
第 9 条  会長は､協議会を代表し､会務を統括する｡ 

2  副会長は､会長を補佐し､会長に事故ある時は､その職務を代行する｡ 
3  理事は､協議会の事業を企画し､及び執行する｡ 
4  監事は､協議会の運営について監査する｡ 

 



 

    (顧問､参与) 
第 10 条  協議会に顧問及び参与を置くことができる｡ 

2  顧問及び参与は､役員会の承認を得て会長が委嘱する｡ 
3  顧問及び参与は､協議会の重要な会務について､会長の諮問に基づき意見を 
述べることができる｡ 

 
  (事務局) 
第 11 条  協議会に事務局を置く 
 
 

  第 3 章  総  会 
 
    (招集) 
第12条  総会は､毎年1回会長が招集する｡ただし､会員の過半数の要請があったとき

は､会長は､臨時に招集しなければならない｡ 
 
    (議事) 
第 13 条  総会は､次に掲げる事項を審議し､及び議決する｡ 
     (1)  会則の改正 
     (2)  事業計画及び予算の承認 
     (3)  事業報告及び決算の承認 
     (4)  役員の承認及び監事の選出 
     (5)  その他協議会の運営に関する重要な事項 
 
    (議長) 
第 14 条  総会の議長は､総会に出席した会員の互選により定める｡ 
 
    (定足数) 
第 15 条  総会は､会員の過半数の出席がなければ開会することができない｡ 
 
 
 



 

    (議決) 
第 16 条  総会の議事は､出席会員の過半数をもって議決し､可否同数のときは､議長が 

決定する｡ただし､会則の改正にあたっては､出席会員の 3 分の 2 以上の同意が 
なければならない｡ 

  
  (総会における委任) 

第 17 条  やむを得ない理由のため､ 総会に出席できない会員は､第 4 条第 2 号及び 
第３号の会員のなかから代理人を選任して表決を委任することができる｡ 
この場合において､前 2 条の規定の適用については､出席したものとみなす｡    

  
 

 第 4 章  役  員  会 
 
    (招集) 
第 18 条  役員会は､必要に応じ会長が招集することができる｡ 
 
    (議事) 
第 19 条  役員会は､次に掲げる事項を審議し､及び議決する｡ 
     (1)  総会に提出すべき事項 
     (2)  会務執行に関する事項 
     (3)  その他役員会が必要と認める事項 
 
    (議長) 
第 20 条  役員会の議長は､会長がこれに当たる｡ 
 
    (定足数) 
第 21 条  役員会は､理事の過半数の出席をもって成立する｡ 
 
    (議決) 
第 22 条  役員会の議事は､出席した理事の過半数をもって議決し､可否同数のとき  

は会長が決定する｡ 
 



 

  第 5 章  部  会 
 
    (部会) 
第 23 条  会長は､事業の執行のため必要に応じ部会を置くことができる｡ 

2  部会の運営に関し必要な事項は､会長が別に定める｡       
 
 
第 6 章  経  理 
 
    (経費) 
第 24 条  協議会の経費は､会費､寄付金､その他の収入をもってあてる｡ 
 
    (会費) 
第 25 条  機関の長は､次に定める会費を納入しなければならない｡ 
                  年額 1 万円 
 
    (会計年度) 
第 26 条  協議会の会計年度は､毎年 4 月 1 日から始まり翌年の 3 月 31 日をもって

終わる｡ 
 
    (事業計画及び収支予算) 
第 27 条  協議会の事業計画及び収支予算は､毎事業年度ごとに会長が作成し､総会  

の承認を得なければならない｡ 
    
    (事業報告及び収支決算) 
第 28 条  協議会の事業報告及び収支決算は､毎事業年度ごとに会長が事業概要報告書､ 

収支決算書を作成し､監事の監査を経て､その年度終了までに、総会の承認を得 
なければならない｡ 

 
 
 
 



 

  第 7 章  補  則     
 
    (委任) 
第 29 条  この会則に定めるもののほか､この会則の施行について必要な事項は､会長が

役員会の議決を経て別に定める｡ 
 
 
 
    附  則 
    (施行期日) 

この会則は､平成４年８月３日から施行する｡ 
この会則は､平成１４年６月２８日から施行する｡ 
この会則は、平成２４年５月１日から施行する。 

  この会則は、平成３１年４月１日から施行する。 
この会則は、令和４年８月１０日から施行する。 

 
 


